第Ⅴ講座－第３課題
等級別職務分類表とわたり問題について
１．等級別職務分類表とは

　各自治体においては、職務給の原則に基づいて、適用している給料表の級別に適合する職務について、規則で定めているところ（一部の自治体においては条例で定めている自治体もある）。これを「等級別職務分類表」と呼んでいる。他にも「級別標準職務表」とか「級別職務分類基準表」としているところもあり、呼び方はいくつかのパターンがある。
　※　北海道人事委員会規則（初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則）参照
２．「わたり問題」とは何か
（１）「わたり問題」の背景

　地方公務員総体の５級以上の構成比率が、国家公務員の比率を上回っていることに対して、不適切な昇格運用が行われているという議論があって
（２）総務省における「わたり」の定義について
（総務省調査平成22年１月19日　総務大臣政務官通知）
　　「わたり」とは、給与決定にあたり、その職務に対応する旧よりも上位の級に格付け、給与を支給することをいう。
　

【わたりの該当基準】
　①　給与決定に際し、級別職務分類票および級別標準職務表に適合しない級への格付けを行わないこと（形式わたり）。
　②　①の他、実質的にこれと同一の結果となる級別職務分類表、級別標準職務表または給料表を定めること（実質わたり）。
【実質わたりの事例】
　①　級別職務分類表および級別標準職務表が、職務を明確に分類したものとなっていない場合（同一の職名が複数の級にわたる場合等。ただし、「本庁の課長」と「本庁の困難な業務を所掌する課長」といったように明確に分類されている場合は除く。）
　　　（例）・　「主査」（３～５級）が一定の経験年数を経れば、４級から５級に昇格する場合
　　　　　・　「主査」（３，４級）が一定の経験年数を経れば、５級の「主幹」（「主査」と実質的に職務・職責に差異のない職）に昇格する場合
　②　一の職が４つ以上の級にわたって格付けられている場合（級別職務分類表および級別標準職務表が、職務を明確に分類したものとなっている場合であっても該当）
　③　国家公務員の官職と職務・職責が同等な職の級の格付けが、国家公務員の本省の格付けを超えている場合

　　　（例）・　国の係員に相当する職を３級以上に格付け（３級主事）
　　　　　 ・　国の主任に相当する職を４級以上に格付け（４級主任）
　　　 　　・　国の係長に相当する職を５級以上に格付け（５級係長）
　　　　　 ・　国の課長補佐に相当する職を７級以上に格付け

　　　　　 ・　国の室長に相当する職を９級以上に格付け

　④　国家公務員の官職と職務・職責が同等な職の給料月額の最高水準が、国家公務員の俸給月額の最高水準を相当程度超えている場合　　　
　　※　以上の内容をもっとわかりやすく解説するとＰ11の別紙１のようになる。

３．「わたり問題」への対処策について
（１）昇格を行う場合はあくまでも職務・職階性の原理に基づいて、運用していることを前提とすること。
（２）上位級（５級以上）への昇格者を拡大するためには、職務に照らし合わせて、ポストを準備すること。
【2009年10月13日　道本部第１回拡大闘争委員会提起：賃金労働部】
実質わたりの調査に対する対応について（４）
１　若干の経過と情勢

（１）地方公務員における「わたり」については、今年３月５日の参議院予算委員会において、田中康夫参議院議員が「総務省の自治行政局ではこうしたもの（わたり）が自治体にあるかどうか網羅的な調査を行っていない」、「この調査を早急に行う御意思があるかどうか」と当時の鳩山総務大臣に対して質問をし、これに対し大臣が「調べられるだけ調べるということはお約束できます」と答弁したことにより、具体的な調査が行われることとなった。
（２）４月17日、総務省は例年実施している「給与改定等の状況調」において、「わたり」等の制度の有無を調査することで各都道府県に周知した。その際「わたり」の定義としては、①　給与決定に際し、級別職務分類表及び級別標準職務表に適合しない級へ格付を行うこと（形式わたり）、②　①の他実質的にこれと同一の結果となる級別職務分類表、級別標準職務表又は給料表を定めること（実質わたり）としている。これらを受け、各都道府県においては、担当課を通して全ての市町村へ調査を実施した。

（３）本年８月14日、読売新聞１面に、「不適切昇給１４１市町村」、「『わたり』本紙調査」と題する記事が掲載された。これは総務省が調査している事実をつかんだ記者が、都道府県人事課・市町村担当課と個別市町村を電話取材した模様であり、制度上の理解や事実関係等について一部誤りがあるものの、北海道においては「給与改定等の状況調」の調査により集計された自治体数が一致しているなど（１１自治体）、読売新聞社の調査といえども、情報源については極めて不明瞭な形で流出したといえるものである。
（４）読売新聞１面への掲載後の、８月25日には総務省は「わたり」追加調査を発信した。「わたり」制度を「既に廃止したが経過措置期間中」のものを調査するものであるが、調査結果の公表をその中ではうたっているなどの問題点はあるものの、「わたり」の定義は４月の調査時点での考え方に変わりはないとはしていた。しかし、例として「級別職務分類表等において、主事を１～４級と格づけている」と記載し、また記載例に「係長等を級別標準職務表で５級に格付け」との記載もあることなど、自治体での混乱が危惧された。よって、自治労道本部としては当面する対応として、「わたり」の定義は、４月調査と変わらないことから、４月に制度なしとした自治体は、あくまで制度なしとして回答するように、当局対策を講じるよう指示し、当面した対応を進めてきた。 
（５）９月１７日開催された自治労本部労働条件担当者会議においても、この「わたり調査」問題が議論の中心となった。今回の調査に対する自治労本部としての見解は、「財務省が作成した４級５級の構成員を国と地方自治体で比較した際に地方が多く分布しているとする資料に対し、それに対抗すべき説明を準備するために総務省は調査を行っている」とし、「『形式わたり』についてはやむを得ない面もあるが、『実質わたり』については公表の仕方が適正かどうか、可能であれば公表させない」とする姿勢が示された。そして、「５級係長問題が争点化しているが、その延長線上に６級到達が問題化されかねない」ので、ねばり強く総務省対策を強めるとする対応策が示されている。

（６）時を同じくして、各都道府県と総務省とのヒアリングが行われた際に、総務省からは①級別職務分類表又は級別標準職務表は定めているか、②級別職務分類表又は級別標準職務表が、職務を明確としたものとなっているか（「１職３級制」であっても、明確に分類されていると説明できれば「わたりなし」。ただし、１職４級制は基本的に「わたりあり」。）、③組織構成に比して、職務の級の数が過少となっていないか（実質的に「通し号給」となっていないか）、④職務の級の格付けが、国家公務員の本省を超えるものとなってはいないか、⑤既に廃止されていても経過措置対象者がいないか、の５点に渡って口頭で助言を受け、各都道府県段階では市町村に対して、具体的な例示を含めて調査を実施しているところである。なお、この項目については、各自治体の運用などの詳細を確認する必要があり、非常に時間を要しているのが各都道府県の実態である。

　　　なお、北海道段階では９月１７日頃よりで道市町村課から各支庁を通じて９月２５日頃を目途（支庁間で集約日が若干異なるが）に回答を求めているのは、まさに今回の追加調査であった。

（７）その後、総務省公務員部給与能率推進室からは、各都道府県市区町村担当課に対して、「市区町村担当課ヒアリング等において、より明確な基準を示すべきとの意見があった」ことを踏まえ、「少なくとも、次のようなケースについても、原則として『わたり』に該当するものとして考え方を整理した」と文書をメールにて発信した。その中では、具体的な例として、「①主事等（係員級の職）を３級以上に格付け、主任等（主任級の職）を４級以上に格付け、係長等（係長級の職）を５級以上に格付け、課長補佐等（課長補佐級の職）を７級以上に格付け、②一の職が四つ以上の級にわたって格付けられている場合」と示し、さらになお書きで「仮に、これらの場合について、『わたり』の制度や経過措置はないとするのであれば、各地方公共団体は十分な説明責任を果たす必要がある。また、当室でもその状況と理由を把握する必要がある」としており、最後に、10月５日までに給与能率推進室あて回答を求めていた。
（８）北海道市町村課においては、現在、全市町村の状況について集約を行っているところであり、調査内容が各自治体の昇格運用を全て検討しなければ整理できないものであることから、相当、時間を要していると見られる。道としての姿勢は、淡々と集約し、総務省へ報告とする姿勢は基本的には変更していないので、集約が終了及び総務省への報告の段階で何らかの情報提供があるものと考えられるが、その時期については、現時点では見通すことはできない。なお、支庁市町村係と市町村との協議の段階において、総務省から「十分な説明責任を果たす必要がある」とされたことから、極力、「実質わたり」ではないとする理由付けの作業を進めている地域もあり、単に「実質わたりあり」として報告する自治体を最低限に止めるとする動きも出てきている。

２　今回の調査の追加に対する対応について

　（１）調査の内容が「実質わたり」に踏み込んで調査する内容となっており、標準職務表及び級別資格基準表のみにより判断できず、各自治体の運用面まで深く調査する内容となっていることから、これまでの場当たり的な対策では逃げ切れるものではないこと。
　（２）よって、調査に対しては各自治体からは回答を行い、「形式わたり」についての対応は困難であるが、「実質わたり」については極力実態がないことを各市町村から報告させるよう取り組む必要があること。
　（３）上記の考え方に基づき、以下のとおり、具体的な対応策をとる。

総務省から口頭で助言された内容に基づき、以下については「わたりなし」と判断する内容となっているので、この内容に沿って、時間がない中ではあるが各自治体の理由を作成するよう対応すること。

	◎「わたりなし」と判断する追加事項（案）

※前提条件…任用管理が適正にされていること

①　３級係員については、主任制度がない場合は「わたりなし」

②　４級主任（困難等主任）については、その職が真に困難な係の主任であると説明できれば「わたりなし」

・ただし、その係が特定されていること（総務係、財政係の次席等）

・年齢・在級年数等で一律に昇格させている場合は、「わたり」

③　５級係長（困難等係長）については、その職が課長補佐の職務と同等と説明できれば「わたりなし」

・ただし、その係長が特定されていること（総務係長、財政係長等）

・年齢・在級年数等で一律に昇格させている場合は、「わたり」

④　「１職３級制」であっても、「わたりなし」とする場合。

・主任制度がない場合の係員「１職３級制（１～３級）」（①の再掲）

・「困難な業務」「特に困難な業務」等が、真に特定されていること。

・　業務の困難さではなく、年齢・在級年数等で一律に昇格させている場合は、「わたり」


３　今後の対応の基本的な考え方

（１）自治労本部は「公表方法に際して総務省対策を強める」としており、「形式わたり」については公表しないことは難しいが、「実質わたり」については公表を差し控えさせることができないか、現在対応している最中である。北海道本部としても、最低限、「実質わたり」については可能な限り公表させない対応を自治労本部に対して求めていく。

（２）仮に実質わたりが公表されなかったにしても、総務省が「わたり」の定義で示している内容に一致するものがある自治体は、いよいよ、現在の到達級を変えないことを前提に標準職務表や級別格付基準表の体系を見直す（新たな職を設置する）等の対応が求められることとなる。

道本部としては、今すぐにではないにしても、近い将来には、具体的な検討を行う必要があるとの情勢認識は持ちつつ、わたり調査の公表がどのような結果で出されるか現時点では見極めがつかないので、この問題の抜本対策については、公表結果を待って検討する。
【2010年１月13日　2010道本部組織労働局発第182号】

総務省のわたり調査結果公表への対応について（２）
１　若干の経過と情勢
①　12月28日に公表されたわたり調査結果を受けて、年末年始にかけてマスコミ各社は「219自治体、給与かさ上げ」「219自治体不適切給与」と報道し、全国で２万人以上の職員が本来の役職より高い給与を支給しているとされた。北海道新聞の地方版においても、１月12日現在、後志管内余市町、空知管内深川市について、見直しを着手すると報道した。
②　一方、総務省の動きとしては、調査結果の公表を受け、是正を各自治体へ要請しているものの、原口総務大臣からは詳しく調査をするようにと４日に政務官に対して指示をしており、再調査が行われる模様である。その再調査については、自治労本部と総務省との折衝の状況では、もう一度全自治体に対して調査をやり直すというものではなく、物理的な面から都道府県・政令市に絞った調査となる方向であるとのことである。

　③　今回のわたり調査の結果は、「わたり」と判断した基準が厳格でないことから、調査段階において総務省から示された助言に基づく調査を行っており、「わたり」と判断された、また、「わたり」ではないとする境界が非常に曖昧となっている。また、わたりの調査自体が国家公務員の基準に対して、職務内容や職員の年齢構成の違い、級別の定数管理が無い実態、給料表の構造が異なる等の運用の違いがある中で、総務省が一方的に基準を定め、それを上回るものは全て「わたり」と定義したが、このことは極めて問題であり、事実上の地方自治体に対する介入と考えられ認めることはできない。よって、こうした調査結果を基準にして、自治体職員の給与是正を求めることには明確に反対である。しかし、その一方ですでにわたりありと公表された自治体において、自治体独自の判断として見直しを行うことや議会などで取り上げられるケースが出てきており、今後、そのような自治体が増えることが想定されるので、自治体当局に対し議会対策を含めた総合的な個別自治体の対応策が求められている。

　④　以上のことから、以下のとおり、緊急に対応策を個別に検討し方針化する。

２　個別対策を行うに当たって自治体当局・単組段階の基本的な姿勢
　①　地方公務員の給与決定について
　　自治体職員の給与決定の原則と基準は、地方公務員法において、ア）平等取扱いの原則及び情勢適応の原則、イ）職務給の原則、ウ）均衡の原則、エ）条例主義によるとして、国家公務員と同趣旨で規定されている。特に均衡の原則では地公法24条に定められたア）生計費、イ）国の職員の給与、ウ）他の自治体の職員の給与、エ）民間企業の従事者の給与、オ）その他の事情を総合的に考慮して、条例・規則に定めながら行っていることを確認すること。

②　「わたり」に対する見解について

　このことから、総務省が給与決定の原則と基準の一つである「職務給の原則」を盾に、国家公務員の職務を超えて条例・規則により定めること自体を「わたり」として、あたかも地方自治体の職員が不当に高い給与を受け取っているかのような誤解を与える公表の仕方は極めて問題のある公表であることを、当局とともに確認すること。

　③　総務省の調査に対する見解について

　　今回の総務省の調査は、判断基準が厳格でないことから（調査する側の都道府県の考え方及び判断次第で結果が大きく異なっている）、調査結果を理由に即座に見直すとすることは、それぞれの自治体において、職員の人員構成や職務の実態を踏まえて制度化してきた経緯を無視するものである。よって、現場に混乱しか与えないので、一方的、或いは機械的に見直しを行うことの無いよう強く当局対応すること。
　④　級別標準職務表等の見直しに際して

　級別標準職務表（級別格付基準表）等の見直しは賃金・労働条件の重大な変更となることから、労使協議事項であることを確認すること。仮に見直しを行うとするなら、最低限、労使合意は前提として話し合うことを確認すること。なお、その際には現行の到達水準を下回ることが無いように条件整備を図ること。

なお、今回の公表に際して、「わたりあり」とされた自治体では、第１回定例会で議員からの指摘を受ける可能性が高いことから、指摘をされて急遽見直すこととなれば、労働組合の意見は全く考慮されず、一方的に見直しが強行されることもあり得るので、早めに具体的な準備を現段階から行う必要がある。

３　具体的な対応策について
　北海道内で「わたりあり」と公表された３３市町村に対して、以下のとおり、基本的な対策を念頭に個別自治体の運用面を合わせて検討する。その際、到達級の現状は維持することを基本に検討する。

（１）形式わたりについて（２自治体）
　　形式わたりについては、定めている級別標準職務表（級別格付基準表）を超えて、職務を格付けしており、法令違反とされる可能性があるので、早急に見直しを行う必要がある。その際、「実質わたり」と指摘されることの無いように見直す必要があるので、そのことを前提とした対応を取ること。

（２）実質わたりについて（31自治体）
　　実質わたりとされた自治体の事情はそれぞれ異なっており、適切な対応は個別自治体の級別標準職務表や級別資格基準表、及びその運用方法、さらには組織機構等の観点から総合的に検討しなければならない。
　　実質わたりと指摘された事項については、先の調査でも明らかなように、国とは異なる職務であることが、明確に説明できれば（理由が成り立てば）、「わたり」ではないとされている。具体的な指摘内容としては、①主事を３級（４級）に格付けしている、②主任を４級（５級）に格付けしている、③係長（主査）を５級に格付けしていると概ね区分できる。
　　また、本庁舎等の事務職員の取扱いと、保育所（幼稚園）・病院などの出先機関での理由付けがそれぞれ必要となってくる。

　　別紙１にこの間調査段階で総務省から助言を受けた事項について資料として記載している。また、別紙２には、その際における道本部の対応指針について、「解説」として載せており、これらの事項を基本にして、以下のとおり、わたりを解消するための対応策について整理する。

（３）わたり解消に向けた具体的な対応策について

　①　本庁などの一般的な職場の考え方

　（ア）各自治体における級別標準職務表（級別資格基準表）の運用状況及び組織機構を踏まえて、３級以上は１職２職制程度を原則として、１職が３級にわたる事案は極力限定的となるよう検討する。その際、職制を増やすことなどを前提として、構成を抜本的に見直す。職制を増やすポイントは、①主任と係長の間の職務、②係長と課長補佐の間の職務の２つを設ける必要があるので、各々の自治体の事情を考慮して、職制の設置を行うこととする。
（イ）仕事のやり方として、概ねライン制かグループ制となっているが、ライン制においては職制を途中に作ることは、人事異動などを考慮すると難しい側面があるが、給与上の措置として（このことは表には出せないが）何らかの職制を位置づける（若しくは係長と主査の格を別にする）。グループ制を引いている自治体では、大グループ内にグループリーダー（ＧＲ）以外に、「総括主査」を設けることもできるので、仕事の遂行面を除けば、比較的に職の設置には向いている業務体制と考えられる。
　②　病院職場や介護施設、保育所などの出先機関の考え方
原則的にはグループ制による大係的なものの考え方で基本的に職を増やすことで検討する。主任看護師（保育士）、総括主任看護師（保育士）などという職名を検討すること。
③　職の設置と具体的な標準職務のあり方については、以下に参考例を掲げるので参照すること。こうした作業を進める中で、この間指摘されてきた「わたり」についての実態を解消する。
＜参考－具体的な職の設置の例（案）＞

○　標準職務表（７級構成の自治体の場合）
	職務の級
	国の標準的な職務
	自治体の標準的な職務（案）

	１級
	定型的な業務を行う職務
	定型的な業務を行う職務

	２級
	主任の職務

特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務
	高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務
主任・専門員

	３級
	本省、府県単位機関の係長又は困難な業務を処理する主任の職務

地方出先機関の相当困難な業務を分掌する係長の職務又は困難な業務を処理する主任の職務

特に高度の専門的な知識又は経験を必要とする業務を独立して行う専門官の職務
	困難な業務を行う主任・専門員

係長・主査
総括主任

	４級
	本省の困難な業務を分掌する係長の職務
管区機関の課長補佐又は困難な業務を分掌する係長の職務

府県単位機関の特に困難な業務を分掌する係長の職務

地方出先機関の課長の職務
	困難な業務を行う係長・主査

総括係長・総括主査

困難な業務を行う総括主任

主幹

	５級
	本省の課長補佐の職務
管区機関の困難な業務を処理する課長補佐の職務

府県単位機関の課長の職務

地方出先機関の長又は地方で先機関の困難な業務を所掌する課長の職務
	困難な業務を行う総括係長・総括主査

課長補佐

困難な業務を行う主幹

	６級
	本省の困難な業務を処理する課長補佐の職務
管区機関の課長の職務

府県単位機関の困難な業務を所掌する課長の職務

困難な業務を所掌する地方出先機関の長の職務
	困難な業務を行う課長補佐

特に困難な業務を行う主幹

課長

	７級
	本省の室長の職務
管区機関の特に困難な業務を所掌する課長の職務

府県単位機関の長の職務
	部長

困難な業務を行う課長


○　級別格付基準
上記の標準職務表を基礎にして級別格付基準を整理すると
	職務の級
	標準職務区分
	職務分類

	７級
	部長級
	部長

	７～６級
	課長級
	課長・室長

	６級
	課室長級
	

	６～５級
	課長補佐級
	課長補佐

	６～４級
	主幹級
	主幹

	５級
	
	

	５～４級
	総括係長級
	総括係長・総括主査

	４～３級
	係長級

総括主任級
	係長・主査

総括主任

	３～２級
	
	主任・専門員

	２～１級
	
	主事・技師


※　この事例の場合は、係長と主査を同格に考え、課長補佐と主幹は同格にはしていない。しかも、主幹職は６～４級の３級にまたがる格付けとしている。級別標準職務表等はあくまでも例示なので、このとおり実施しなければならないというものではなく、各自治体においては、職名及び職の格付けが異なっているため、人事異動総体を見通して、級別標準職務表や級別格付け基準を定めなくてはならない。
※　行政職給料表をベースに検討したが、行政職以外の給料表を適用している自治体については、その給料表ごとに見直し内容を検討する。
４　道本部・地方本部・単組の具体的な取り組み

以上の対応方針に基づき、以下の取り組みを具体的に実践する。

	（１）道本部としての対応について

　道本部は、以上の対応策について、地本・単組と連携して、個別対応策を明示するなど、必要な場合は該当単組オルグを実施し、取り組むこととする。なお、最低でも１月中を集中対策期間と位置づけて対応する。

（２）地方本部の対応について

①　各地方本部においては、これらの内容を該当単組に対して周知すること。その際、自治体当局の動きについて集約し道本部へ報告すること。また、当局の対応が緊急に求められる、また、早急に個別に対応しなければならない自治体単組について、道本部に対して報告すること。

②　単組単独では自治体当局との協議が困難な実態がある場合は、単組と地方本部が連携して対応すること。必要に応じて、道本部・地方本部が連携し、単組の指導に入ることとする。なお、単組で準備した「基礎資料」については、地方本部で集約し、道本部へ一括送付すること。

③　地方本部においては、地本管内で「わたりなし」となった自治体の事例を集約し、該当自治体へ周知しながら、該当自治体の作業を円滑に進められるよう援助すること。

（３）該当単組の対応について

①　該当単組においては、「わたりあり」とされた事由について、当局に対して明確にするよう申し入れ、個別の指摘内容について解消するための、基礎資料を確保すること。

　　　基礎資料は以下のとおりとする。

　　　（ア）級別標準職務表や級別格付基準表（適用給料表ごと）

（イ）職制の一覧と該当人数、2009年４月現在の各給料表・各級ごとの在籍人数（職制がついている場合はその者が何級へ在籍しているのか解るもの）

※　これらの資料は特に作る必要が無く、既存のもので読み取れるものであればよい。

（ウ）該当自治体の具体的な給与制度の運用の解説

②　道からの具体的な指摘事項や道本部が提起した内容を踏まえて、各自治体の級別標準職務表や級別格付基準表の抜本的な見直しについて、自治体当局と協議すること。その際、個別の対応策が検討できない場合は、道本部に対して早急に報告すること。道本部としては、単組の実情に合わせて、個別の対応方針を作成するので、それに基づき、自治体当局と協議すること。
③　自治体当局においては、議会からの介入もなく、現行のままで進める（見直しを行わない）とする場合もあるが、その場合は、将来に備えて、準備だけはしておくこと。


＜別紙１＞

○　総務省からのわたりに関する助言事項－口頭
①　級別職務分類表又は級別標準職務表は定めているか、

②　級別職務分類表又は級別標準職務表が、職務を明確としたものとなっているか（「１職３級制」であっても、明確に分類されていると説明できれば「わたりなし」。ただし、１職４級制は基本的に「わたりあり」。）

③　組織構成に比して、職務の級の数が過少となっていないか（実質的に「通し号給」となっていないか）

④　職務の級の格付けが、国家公務員の本省を超えるものとなってはいないか

⑤　既に廃止されていても経過措置対象者がいないか、

○「わたりなし」と判断する追加事項（案）－口頭
（北海道が総務省ヒアリングの際に口頭で指摘を受けた事項）

※　前提条件…任用管理が適正にされていること

①　３級係員については、主任制度がない場合は「わたりなし」

②　４級主任（困難等主任）については、その職が真に困難な係の主任であると説明できれば「わたりなし」

・ただし、その係が特定されていること（総務係、財政係の次席等）

・年齢・在級年数等で一律に昇格させている場合は、「わたり」

③　５級係長（困難等係長）については、その職が課長補佐の職務と同等と説明できれば「わたりなし」

・ただし、その係長が特定されていること（総務係長、財政係長等）

・年齢・在級年数等で一律に昇格させている場合は、「わたり」

④　「１職３級制」であっても、「わたりなし」とする場合。

・主任制度がない場合の係員「１職３級制（１～３級）」（①の再掲）

・「困難な業務」「特に困難な業務」等が、真に特定されていること。

・業務の困難さではなく、年齢・在級年数等で一律に昇格させている場合は、「わたり」
○　2009.9.25総務省給能室からの助言事項（各都道府県へメール発信）

市区町村担当課ヒアリング等において、より明確な基準を示すべきとの意見がありました。少なくとも、次のようなケースについても、原則として「わたり」に該当するものとして考え方を整理しました。具体的な例として、

①　「わたり」とみなす事象

・　主事等（係員級の職）を３級以上に格付け

・　主任等（主任級の職）を４級以上に格付け

・　係長等（係長級の職）を５級以上に格付け

・　課長補佐等（課長補佐級の職）を７級以上に格付け

②　一の職が四つ以上の級にわたって格付けられている場合

仮に、これらの場合について、「わたり」の制度や経過措置はないとするのであれば、各地方公共団体は十分な説明責任を果たす必要があると考えています。また、当室でもその状況と理由を把握する必要がありますので、具体的な状況と理由をあわせて回答してください。

＜別紙２＞

【解説】
	①　３級係員については、主任制度がない場合は「わたりなし」


　　３級については役職につかなければ昇格できない級であるので、「わたり」とは異なる問題点があるということ。

　　役職を付けないで昇格させている自治体の場合は、早急に役職を付して昇格させる等の見直しを行う必要がある。

	②　４級主任（困難等主任）については、その職が真に困難な係の主任であると説明できれば「わたりなし」

・ただし、その係が特定されていること（総務係、財政係の次席等）

・年齢・在級年数等で一律に昇格させている場合は、「わたり」


その職が真に困難な係の主任ということは、実態として各市町村では「主任」で４級の者が非常に少ない構成員と考えられることから（逆に４級主任よりも係長以上の職に発令されるケースが多い）、残された主任職について、困難な業務を担っているなど、全員ではないけれども４級に昇格していることとしている（係を特定することは毎年行っている等の理由を付ける）。その際、年齢や在級年数等で一律には昇格させず、在職年数により昇格していることとし、級別職員数の実態を踏まえながら、適当な理屈を検討させる。その際、出先機関（幼稚園・保育所等）の議論は行わないこと。

また、合併に伴うポストの確保や職場の合理化等の職変を行ったケースにおいては、特別な事情として報告することとし、「実質わたり」ではないことで理由づけること。

	③　５級係長（困難等係長）については、その職が課長補佐の職務と同等と説明できれば「わたりなし」

・ただし、その係長が特定されていること（総務係長、財政係長等）

・年齢・在級年数等で一律に昇格させている場合は、「わたり」


課長補佐の職務と同等と説明できれば「わたりなし」としていることから、係長の５級昇格については、５級の構成人員を考慮し、課の代表係長しか昇格させていないなどの理由を付ける。その際、年齢、在級年数等で一律に昇格させず、在職年数により昇格していることとする。なお、グループ制を引いている自治体においては、総括主査（代表係長職）については、５級昇格を認めている等の理由を付ける。なお、財政係長・総務係長などのみとする指摘は、逆に人事異動があって、昇格が逆転するケースなども想定しているために固定はしていない等の理由を付けること。

	④　「１職３級制」であっても、「わたりなし」とする場合。

・主任制度がない場合の係員「１職３級制（１～３級）」（①の再掲）

・「困難な業務」「特に困難な業務」等が、真に特定されていること。

・業務の困難さではなく、年齢・在級年数等で一律に昇格させている場合は、「わたり」


※　個別自治体の実態が異なるため、特異なケースで判断が迷う場合は道本部へ相談すること。
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